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１．はじめに 
 
大規模地震発生時には広域で同時多発的に発生する被

災者をいかに早く病院へ搬送して治療を行うかが重要で

ある．筆者らは道路網と医療施設の耐震化を整合的に比

較して大規模地震直後の被災者搬送中の死亡リスクを最

小化するような数理計画モデルを提案している１）．し

かしそこでは，きわめて小規模な例題ネットワークでの

み計算を行っており，実用的な規模の問題への適用が課

題として残されていた．本研究では，近い将来高い確率

で宮城県沖地震の発生が想定されている宮城県を対象に

前稿のモデルを当てはめ，道路施設と医療施設の効果的

な耐震化のあり方を検討する．さらに，高速道路の維持

が一般道や医療施設の耐震化に与える影響を分析する． 
 
２．最適耐震化問題 
 
我々が解くべき問題は，耐震化のための総費用が予

算額B を超えないという制約のもとで，重傷者搬送中

の死亡リスクを最小化するように，耐震化すべき道路リ

ンクと救急医療施設の組み合わせを求めることである．

このとき，被災パターンの発生の不確実性への考え方に

より，2つのモデルを提案できる． 
 
（１） 死亡リスクの期待値を最小化する耐震化計画 

各被災パターン Hh ∈ の発生確率
hφ が与えられて

いる状況を考える．被災パターン Hh ∈ において，居

住ゾーン Ii ∈ で発生した重傷者
h

iP の搬送に対してリ

ンク Kk ∈ を用いる人数を表現する変数
h
ikx を導入し，

死亡リスクの死亡確率にカーラー救命曲線の線形近似式
１）を用いると, 死亡リスクの期待値を最小化する問題は

以下のような混合整数計画問題として定式化できる． 
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 ただし，被災パターン Hh ∈ のもとでの道路交通容

量を
h
kS ，救急医療施設 Jj ∈ の受け入れ可能重傷者数

を
h
jQ ，リンクの所要時間を

h
kd と表現する． kZ は道

路リンク Kk ∈ の耐震化の実施の有無を表現する0-1変

数であり，その費用は kc である．
h
kS∆ はその実施によ

る交通容量の増加分を示す．また， jY は医療施設

Jj ∈ の耐震化実施の有無を表現する0-1変数であり，

その費用は je である．
h
jQ∆ はその実施による受け入

れ可能重傷者数の増加分を示す． A は居住地セントロ

イド Ii ∈ ，医療施設の近隣交差点ノード Jj ∈ ，救

急医療の終了を示す仮想ノード f で構成されるノード

集合，K は道路リンク Kk ∈ ，医療施設使用ダミー

リンク，時間超過ダミーリンクを含むリンク集合である．

g はカーラー救命曲線の線形近似式の勾配である． 
 
（２）最悪の被災パターンの下での死亡リスク最小化す

る耐震化計画 
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発生する被災パターンが不明である以上は，安全面

を考え，最も大きな死亡リスクを与えるような最悪の被

災パターンを想定し，その死亡リスクを最小化する問題

(ミニマックス問題)を考える．死亡リスク関数にカーラ

ー救命曲線の線形近似式１）を適用し，先の問題の目的

関数(1)式を以下のように置き換え，(2)式から(10)式まで

の制約条件をそのまま用いると，この問題も混合整数計

画問題として定式化できる．  
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本研究では，GNUフリーウェアである線形計画法の

計算パッケージglpkのver4.8を用いて計算を行った． 
 
３．宮城県における耐震化問題の設定 
 
（１）計算対象ネットワーク 

平成 16 年における宮城県の市区町村に対応した居住

地ゾーンの 66個のセントロイド，12個の災害拠点病院，

18 個の IC で構成される合計 96 個のノードを設定し，

県指定の緊急輸送道路を参考に設定した312個の有向リ

ンクを加えて道路ネットワークをモデル化した．さらに，

この道路ネットワークに 1 個の仮想ノードと，12 個の

医療施設使用ダミーリンク，IC 以外のノードを起点と

する 78 個の時間超過ダミーリンクを加えた，ノード数

97，リンク数402のネットワークを用いて計算する． 

（２）被災パターンと発生確率 

宮城県では，宮城県沖地震の 2 つの型のうち被害の

大きい連動型と，利府長町断層地震の地震が同程度の確

率 5.0=hφ で発生すると仮定する． 

（３）重傷者数 

「宮城県第3次地震被害想定調査」４）に掲載されてい

る夏の昼間の想定重傷者数を用いた．宮城県沖地震では

図1中の灰色の数字のように，石巻の98名，仙台市宮城

野区の60名を筆頭に，大崎，涌谷，河南といった広域に

総計585名の重傷者が発生する．一方，長町利府断層地

震の総重傷者数は880名と多いが，図2中の灰色の数字の

ようにその発生場所は仙台市の各区に集中している． 

（４）受け入れ可能重傷者数 

 災害時の受け入れ可能重傷者数は，病床数に空床率
５）を乗じた通常時の受け入れ可能重傷者数に，1 から建

物災害被害率４）を引いた値とライフライン機能低下に

よる医療機能維持率を乗ずることで算出した．ライフラ

イン機能低下に対する医療機能維持率は，計測震度が 5

未満では 70％，5以上 5.5未満では 60％，5.5以上 6未

満では 50％，6 以上では 40％と設定した．以上の設定

を表1にまとめる． 

（５）所要時間 

 各道路リンクの距離を，地図検索 HP“マピオン”の“キ

ョリ測”を用いて計測した．震災後の通行可能速度は，

道路種別ごとにその道路区間の最大計測震度の想定値に

対応させる形で表2のように設定した．最後に道路区間

距離を設定した速度で除して，所要時間を算出した． 

（６）途絶する道路区間 

2 つの地震について，計測震度が 6 以上で川幅 20m

 

図1 宮城県沖地震の被害設定と最適搬送 

 

図2 長町利府断層地震の被害設定と最適搬送 



以上の河川を跨ぐ橋が存在する箇所を選定した．宮城県

沖地震では 17 個の道路区間が，長町利府断層地震では

8 個の道路区間が途絶するとし，図 1，2 の破線で示す． 

（７）道路の耐震化 

道路の耐震化は，（６）で設定したすべての途絶区

間で実施可能で，耐震化により両方向とも通常時の所要

時間で通行可能になると仮定する．耐震化費用は，愛媛

県の政策事務事業評価表６）の橋梁補修事業分野に示さ

れた総事業費と事業総数から求めた平均橋梁補修費を参

考として，すべての道路区間で1億円と設定した．  

（８）医療施設の耐震化 

 病院が保持している病床数に，1 病床あたりの延床面

積７）と 1m 2 あたりの耐震化費用８）を乗じることで耐震

化費用を算出する．以上の設定を表1の右欄に示す． 

（９）カーラーの救命曲線の線形近似式 

 前稿１）では，カーラー救命曲線を線形近似しており，

搬送時間t が 0分で死亡確率が 0，搬送時間t が 70分以

上では死亡確率が1とし， 701=g と設定した． 
 

４．最適搬送パターンと最適耐震化政策 
 

（１）現在の施設における最適搬送 

先のモデルで耐震化の総予算を 0=B として問題を

解くことにより，現在の施設のままで最も死亡リスク

を小さくする重傷者の搬送パターンを求めることがで

きる．図 1 と図 2 に計算結果を示す．図中の実線で囲

まれた領域は，各医療施設が治療を担当する地域であ

り，施設名の傍に利用率を示した．さらに，実線の矢

印は居住地から搬送される重傷者数を，点線の矢印は

搬送が行われない重傷者数を示す． 

図 1 の宮城県沖地震では，各医療施設がその近隣地

域で発生する重傷者を受け入れている．また，重傷者

が大勢発生する石巻を中心とする点線で囲まれた地域

では，搬送可能な医療施設での受け入れ容量が足りな

い，もしくは，受け入れる余裕がある最寄り医療施設

へ搬送するのに時間が掛かり過ぎてしまうため，重傷

者を搬送できない．一方，図 2 に示した長町利府断層

地震では，仙台市内で集中的に発生する重傷者を市内

と遠方の医療施設へ搬送している．刈田総合病院等の

遠方の医療施設への搬送には有効的に高速道道路が使

用されているが，高速道路が未整備である登米市立佐

沼病院には，時間が掛かり過ぎるため搬送されない． 
 
（２）予算制約の変化による最適耐震化戦略の変化 

先に述べた2つのモデルにおいて耐震化の総予算B を

17億円まで1億円刻みで増やし計算した結果を表３に示

す．ただし，この予算の範囲で耐震化が行われなかった

道路リンクと医療施設は表示していない． 

死亡リスクの期待値最小化問題では，病院の耐震化

が行われる前後で道路の耐震化の順番が変化している．

すなわち，耐震化された病院へアクセスする道路が優先

されて耐震化される．具体例として，大崎市民病院の耐

震化前後の道路の耐震化のパターンを比較すると，病院

の耐震化前（予算が5億円から７億円）では，涌谷・米

山の重傷者を登米市立佐沼病院へ運ぶための道路区間

「涌谷－米山」，「米山－迫」が耐震化されているのに

対し，耐震化後（予算14億円から16億円）では小牛田や

河南から大崎市民病院へ重傷者を運ぶ道路区間「古川－

小牛田」が優先的に耐震化されている． 

表2 道路の旅行速度の設定 

道路区間の最大計測震度想定値 

 4.5 5 5.5 6 6.5 7 

高速 80 80 60 60 40 40 

国道 60 60 45 45 30 30 

道
路
種
別 県道 40 40 30 30 20 20 

表1 医療施設の受け入れ可能重傷者数と耐震化費用 

医療施設名 

通常時の受け

入れ可能重傷

者数 

宮城県沖地震発

生時の受け入れ

可能重傷者数 

長町利府断層地震発

生時の受け入れ可能

重傷者数 

延床面積

（ජm2） 

耐震化費用

(億円) 

౏立刈田総合病院 55  17  17  20  10  

仙台医療センター 160  84  100  45  23  

仙台市立病院 120  48  74  34  17  

᧲ർ大ቇઃዻ病院 300  120  201  85  42  

仙台⿒චሼ病院 98  40  59  28  14  

仙台ഭἴ病院 129  66  93  36  18  

᧲ർෘ生ᐕ㊄病院 111  59  56  32  16  

大崎市立病院 81  41  24  30  15  

ᩙේ市立ᩙේ中ᄩ病院 87  44  26  19  9  

登米市立佐沼病院 130  67  39  19  10  

石巻⿒චሼ病院 56  37  17  25  13  

౏立᳇仙沼総合病院 54  16  16  29  15  



また，最悪被災パターンの死亡リスク最小化問題に

おいて，17億円までの範囲ではより被害の大きい長町利

府断層地震の対策が優先して行われる．1億円から7億円

までは道路が耐震化されることで死亡リスクは低下して

いるが，8億円から10億円までは道路の耐震化が死亡リ

スクの改善につながっていない． 
 
５．高速道路の利用可能性の影響分析 
 
 地震発生直後，高速道路は亀裂や落橋の発生の有無を

確認するまで，通行が制限されるため，一定時間通行で

きない状況が起こる．今後，被災後の検査方法を改善し，

通行制限時間を短縮することの効果を検討したい．その

ため，これまでの橋梁区間を除くすべての高速道路区間

が被災直後から利用可能であるという設定（Case1）と，

これにすべての高速道路は重傷者の搬送に意味がある70

分間の間は使用不可能であるという条件を加えた設定

（Case2）で求められる計算結果に対し，同じ死亡リス

クを実現するのに必要な総費用を比較する． 

Case1とCase2で耐震化の総予算B の値を10億円ずつ

230億円まで増加させて計算を行った結果を図3に示す． 

死亡リスクの期待値最小化問題では，死亡リスクが

320人から220人の間の値を実現するように耐震化すると，

Case1はCase2より総費用は約20億円小さくなっている．

死亡リスクが170から140の間の値では，目標の死亡リス

クが低いほど，Case1とCase2の総費用の差は大きくなり，

削減額は30～65億円である．これは，高速道路を使うこ

とでのみ到達可能な石巻赤十字病院への搬送が可能にな

ることが死亡リスクの削減に効果的に働くためと考えら

れる． 

最悪被災パターンの死亡リスク最小化問題では，死

亡リスクが390人から250人の間の値を目標とする場合，

Case1はCase2より総費用を7～15億円小さくできる．ま

た，死亡リスクが250人から200人の間の値では目標とす

る死亡リスクが低いほど，Case1の投資削減額は大きく

なる．これも，石巻赤十字病院の搬送が可能になったこ

とが原因であると考えられる． 
 
６．おわりに 
 

 本論文では，前稿で提案した最適耐震化計画モデルを

宮城県に適用した．予算の増加に伴う最適な耐震化計画

の変化に着目すると，医療施設の耐震化前後で道路の耐

震化の優先順位は異なり，両者の耐震化を連携して考え

る必要性が確認できた．さらに，地震発生直後に高速道

路が使用できると，一般道と医療施設の耐震化の総費用

を削減できることが確認された． 

 本研究の実施にあたり，高速道路関連社会貢献協議会

の平成 20年度 研究助成金を活用した．感謝の意を表し

ます． 
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表3 予算制約の変化に伴う耐震化戦略の変化 （医療施設名の数値はその施設の耐震化費用） 
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図3 それぞれのモデルにおけるCase1とCase2の比較 


